(別添様式１)
平成23年度　９月補正予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農地費　
目：農地事業計画調査費
	事業名:新ため池耐震診断調査費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　農政部　農地整備課　農地防災担当　電話番号：058-272-1111（内3184,3185）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11431@pref.gifu.lg.jp  
	事業費　


　補正要求額：202,000千円
（現計予算額：0千円　補正後予算額：202,000千円）

	要求内容


	１　要求の内容


①ため池の堤体・基礎地盤の地質調査等にかかる経費
地震時における液状化等の危険度を示す基礎資料として活用し、防災・減災対策　の推進を図る。
②ため池の危険度判定を行う経費
地質調査結果をもとに、地震時の堤体等の安定性を確認する。
③ため池の決壊時における被害想定にかかる経費
危険度の高いため池について被害想定を行い、防災マップ作成等の基礎資料とすることで地域住民の防災意識啓発を促進する。
	２　所要経費


①ため池の堤体・基礎地盤の地質調査等にかかる経費　84,000千円
②ため池の危険度判定を行う経費　　　　　　　　　　80,500千円
③ため池の決壊時における被害想定にかかる経費　　　37,500千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

　　６　社会資本の安全性が高く、災害への備えが整った地域をつくる

　　　・山地、農地、河川、道路等の災害対策を進める

	２　これまでの取組状況


　　ため池の防災・減災対策は、ため池診断に基づき行っているが、診断は目視を中心とした老朽化判定を行ってきた。
	３　これまでの取組に対する評価


　　ため池診断では耐震評価はされないため、耐震性能に基づいた防災・減災対策の推進が必要である。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	現計

予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補正

要求額
	202,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	202,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


